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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

○経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す指標で、比率が高くなるほど財政的な余裕が少なくなります。ここでは人件費や物件費、扶助費などのうちで、経常的
に支出される経費部分が、それぞれ経常収支比率に占める割合について分析します。

【人件費】
  類似団体、全国市町村、県内市町平均を上回っており、今後も事務事業の見直しや指定管理者制度の導入、組織体制のスリム化を図り、適切な定員管理に努
め、人件費関係経費全体について抑制していく必要がある。

【物件費】
   類似団体、全国市町村、県内市町平均を上回っており、今後も指定管理者制度等民間委託化を推進し、業務の効率化、コスト削減を図っていく必要がある。

【扶助費】
　昨年度と比較し0.2ポイント改善し、類似団体、全国市町村、県内市町平均を下回っている。今後も事業効果やサービス水準を検討し、適正化を図っていく。

【公債費】
　昨年度と比較し0.5ポイント改善し、類似団体、全国市町村、県内市町平均を下回っている。今後も、起債事業を厳選して発行額の抑制を図り、公債費の削減に努
める。

【補助費等】
　類似団体、全国市町村、県内市町平均よりもかなり低く推移している。引き続き、事業の必要性について検討を行い、廃止、縮小、他事業への転換、統合や補助
率の見直しなどを図り、効率的な運用を図っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 8,413,913 73,308 69,340 5.7
賃金（物件費） 441,943 3,851 3,480 10.7
一部事務組合負担金（補助費等） 8,604 75 4,553 ▲ 98.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 8,483 74 1,103 ▲ 93.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 231,427 2,016 2,758 ▲ 26.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 266,456 2,322 1,565 48.4
▲退職金 ▲ 1,281,862 ▲ 11,168 ▲ 9,030 23.7
合計 8,088,964 70,477 73,769 ▲ 4.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.04 7.27 0.77
ラスパイレス指数 95.4 98.6 ▲ 3.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

5,048,416 43,985 47,597 ▲ 7.6

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 91 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,405,462 12,245 12,972 ▲ 5.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 2,125 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

27,726 242 2,604 ▲ 90.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 23 -

▲特定財源の額 ▲ 213,542 ▲ 1,861 ▲ 6,047 ▲ 69.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,173,664 ▲ 27,651 ▲ 33,880 ▲ 18.4

合計 3,094,398 26,961 25,484 5.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 愛媛県 西条市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,715,520 40,583 ▲ 52.8 56,287 ▲ 9.9 ▲ 42.9

うち単独分 2,138,495 18,405 ▲ 69.8 36,898 ▲ 12.9 ▲ 56.9

4,887,063 42,204 4.0 52,296 ▲ 7.1 11.1

うち単独分 2,565,054 22,152 20.4 33,281 ▲ 9.8 30.2

4,114,859 35,694 ▲ 15.4 49,332 ▲ 5.7 ▲ 9.7

うち単独分 2,452,059 21,270 ▲ 4.0 29,329 ▲ 11.9 7.9

6,995,806 60,947 70.7 50,068 1.5 69.2

うち単独分 1,956,686 17,046 ▲ 19.9 30,080 2.6 ▲ 22.5

3,775,915 32,898 ▲ 46.0 53,925 7.7 ▲ 53.7

うち単独分 2,403,864 20,944 22.9 34,260 13.9 9.0

過去５年間平均 4,897,833 42,465 ▲ 7.9 52,382 ▲ 2.7 ▲ 5.2

うち単独分 2,303,232 19,963 ▲ 10.1 32,770 ▲ 3.6 ▲ 6.5
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歳出比較分析表（平成２１年度）　分析欄 別紙

分析欄
○人件費及び人件費に準ずる費用の分析

分析欄
○公債費及び準公債費の分析

分析欄
○普通建設事業費の分析

　人口1人当たり決算額は、類似団体平均を下回っているが、人口1,000人当たり職員数では類似団体平均よりも高い状況であ
る。今後も事務事業の見直しや指定管理者制度の導入、組織体制のスリム化などを図り、人件費の抑制に努める。

　人口1人当たり決算額は、類似団体平均よりも高い状況である。今後も、休日夜間急患センター整備事業や庁舎整備事業など
の起債事業が見込まれ、公債費負担が増嵩する要因もあることから、後年度に交付税措置のある起債を厳選して活用するとと
もに、起債の抑制に努め、財政の健全化を図る。

　人口1人当たり決算額が、昨年度と比較し約28,000円減少し、類似団体平均を下回ることとなった。これは、新図書館整備事
業、東予運動公園整備事業の大型事業が完了したことが大きな要因である。
　今後においても、緊急性や重要性を見極めたうえで選択的、計画的に事業を実施していく。


